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職
業
安
定
法
で
は
、「
公
共
職
業
安

定
所
、
特
定
地
方
公
共
団
体
及
び
職
業

紹
介
事
業
者
は
、
求
人
の
申
込
み
は
全

て
受
理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」（
５

条
の
５
）
と
定
め
て
い
ま
す
。

て
い
な
い
な
ど
、
問
題
が
あ
る
企
業
が

一
定
数
存
在
し
て
い
ま
す
。

　

求
職
者
は
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
で
紹
介

さ
れ
た
企
業
な
ら
ば
安
心
だ
と
信
頼
し

て
応
募
し
ま
す
。
と
こ
ろ
が
実
際
働
い

て
み
た
と
こ
ろ
、
労
働
法
令
に
違
反
し

て
い
た
り
、
明
確
な
法
令
違
反
と
ま
で

は
い
え
な
く
て
も
、
当
初
の
雇
用
契
約

や
事
前
説
明
と
は
異
な
る
過
酷
な
労
働

を
強
い
る
な
ど
、
い
わ
ゆ
る
ブ
ラ
ッ
ク

企
業
だ
っ
た
な
ら
大
問
題
で
す
。

　

そ
こ
で
、
２
０
１
５
年
９
月
の
改
正

若
者
雇
用
促
進
法
に
よ
っ
て
、
就
業
経

験
が
少
な
い
新
卒
者
な
ど
に
一
定
の
労

働
関
係
法
令
違
反
の
あ
っ
た
企
業
を
紹

介
す
る
こ
と
が
な
い
よ
う
、
こ
う
し
た

企
業
の
新
卒
求
人
を
一
定
期
間
受
け
付

け
な
い
仕
組
み
で
あ
る
「
求
人
不
受
理

制
度
」
を
創
設
す
る
に
至
り
ま
し
た
。

　

な
お
、
求
人
不
受
理
と
は
、
あ
く
ま

で
も
「
求
人
を
受
理
し
な
い
こ
と
が
で

き
る
」
と
い
う
規
定
で
あ
り
、
職
業
安

定
法
に
お
い
て
は
、
実
際
に
不
受
理
と

す
る
か
否
か
に
つ
い
て
は
、
職
業
紹
介

事
業
者
等
の
判
断
に
委
ね
る
と
し
て
い

ま
す
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
不
受
理
要
件
に
該

当
す
る
よ
う
な
求
人
の
申
込
み
を
求
職

者
に
紹
介
す
る
こ
と
は
、
求
職
者
の
心

身
の
健
康
、
定
着
お
よ
び
円
滑
な
キ
ャ

リ
ア
形
成
に
重
大
な
影
響
を
及
ぼ
す
恐

　

し
か
し
、
求
人
を
出
す
企
業
の
な
か

に
は
、
違
法
な
行
為
、
た
と
え
ば
残
業

手
当
を
支
払
わ
な
い
、
過
重
な
長
時
間

労
働
を
繰
り
返
す
、
加
入
義
務
が
あ
る

に
も
か
か
わ
ら
ず
社
会
保
険
に
加
入
し

れ
が
あ
り
ま
す
。

　

そ
こ
で
、「
事
業
主
、
職
業
紹
介
事

業
者
等
指
針
」（
２
０
１
５
年
９
月
30

日
厚
生
労
働
省
告
示
４
０
６
号
）
に
お

い
て
、
職
業
紹
介
事
業
者
等
は
、
求
人

の
申
込
み
が
不
受
理
の
要
件
に
該
当
す

る
場
合
は
、
受
理
し
な
い
こ
と
が
望
ま

し
い
旨
が
規
定
さ
れ
ま
し
た
（
２
０
１

５
年
10
月
１
日
適
用
）。

　

さ
ら
に
、
２
０
１
７
年
３
月
の
職
業

安
定
法
改
正
で
は
、
求
人
不
受
理
の
対

象
を
中
途
採
用
者
に
拡
大
し
、
新
卒
求

人
に
限
ら
ず
「
す
べ
て
の
求
人
」
で
、

一
定
の
労
働
関
係
法
令
違
反
の
あ
っ
た

求
人
者
か
ら
の
求
人
を
受
理
し
な
い
こ

と
が
可
能
と
な
り
ま
し
た
（
２
０
２
０

年
３
月
30
日
施
行
）。

求
人
不
受
理
の

対
象
範
囲
と
不
受
理
期
間

　

職
業
紹
介
事
業
者
等
は
、
次
の
い
ず

れ
か
の
要
件
に
該
当
す
る
場
合
は
、
求

人
の
申
込
み
を
受
理
し
な
い
こ
と
が
で

き
ま
す
。

① 　

内
容
が
法
令
に
違
反
す
る
求
人
の

申
込
み

② 　

労
働
条
件
が
通
常
の
労
働
条
件
と

比
べ
て
著
し
く
不
適
当
な
求
人
の
申

込
み

③ 　

求
人
者
が
労
働
条
件
を
明
示
し
な

「求人不受理」とは、ハローワークなどが、
一定の労働関係法令に違反した企業による求
人を受理しないことができる規定です。改正
育児・介護休業法の施行に伴い範囲が拡大さ
れた「求人不受理」について解説します。

ハローワークの
 「求人不受理」
の範囲が
拡大されます

田中　謙二
エムエイリンク社労士事務所
特定社会保険労務士 
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い
求
人
の
申
込
み

④�　

一
定
の
労
働
関
係
法
令
違
反
の
あ

る
求
人
者
に
よ
る
求
人
の
申
込
み

⑤�　

暴
力
団
員
な
ど
（
法
人
で
役
員
の

な
か
に
暴
力
団
員
が
い
る
者
、
暴
力

団
員
が
そ
の
事
業
活
動
を
支
配
す
る

者
）
に
よ
る
求
人
の
申
込
み

⑥�　

正
当
な
理
由
な
く
、
職
業
紹
介
事

業
者
等
が
求
め
る
報
告
に
応
じ
な
い

者
か
ら
の
求
人
の
申
込
み

　

以
下
、
①
か
ら
⑥
の

う
ち
、
実
務
上
特
に
重

要
と
思
わ
れ
る
④
「
一

定
の
労
働
関
係
法
令
違

反
の
あ
る
求
人
者
に
よ

る
求
人
」
を
中
心
に
、

求
人
不
受
理
に
つ
い
て

確
認
し
ま
す
。

　
「
一
定
の
労
働
関
係

法
令
に
違
反
の
あ
る
」

状
態
と
は
、
主
に
次
の

よ
う
な
ケ
ー
ス
を
い
い

ま
す
。

⑴�　
労
働
基
準
法
お
よ

び
最
低
賃
金
法
の
う

ち
、
賃
金
や
労
働
時

間
等
に
関
す
る
一
定

の
規
定
に
つ
い
て

イ�　

過
去
１
年
間
に
２

回
以
上
同
一
条
項
の

違
反
に
つ
い
て
是
正

指
導
を
受
け
て
い
る

場
合

ロ�　

対
象
条
項
違
反
に

よ
り
送
検
さ
れ
、
企

業
名
が
公
表
さ
れ
た

場
合

ハ�　

そ
の
他
、
労
働
者
の
職
場
へ
の
定

着
に
重
大
な
影
響
を
及
ぼ
す
お
そ
れ

が
あ
る
場
合
（
社
会
的
影
響
が
大
き

い
ケ
ー
ス
と
し
て
公
表
さ
れ
た
場
合

な
ど
）

⑵�　
職
業
安
定
法
、
男
女
雇
用
機
会
均

等
法
、
育
児
・
介
護
休
業
法
、
労
働

施
策
総
合
推
進
法
に
関
す
る
一
定
の

規
定
に
つ
い
て

　

法
違
反
の
是
正
を
求
め
る
勧
告
に
従

わ
ず
、
企
業
名
が
公
表
さ
れ
た
場
合

　

そ
れ
ぞ
れ
の
ケ
ー
ス
と
不
受
理
期
間

を
図
表
１
に
ま
と
め
ま
し
た
。

育
児
・
介
護
休
業
法
の
改
正
に
伴
う

求
人
不
受
理
の
対
象
範
囲
拡
大
と
は

　

２
０
２
１
年
６
月
に
公
布
さ
れ
た
改

正
育
児
・
介
護
休
業
法
の
施
行
に
伴
っ

て
、
次
の
①
か
ら
③
の
規
定
が
新
設
さ

れ
ま
し
た
。

　

職
業
安
定
法
施
行
令
に
お
い
て
、
こ

れ
ら
の
規
定
に
違
反
し
、
是
正
を
求
め

る
勧
告
に
従
わ
ず
に
企
業
名
が
公
表
さ

れ
た
場
合
に
つ
い
て
も
、
求
人
不
受
理

と
す
る
こ
と
が
で
き
る
対
象
に
追
加
さ

れ
ま
し
た
。

①�　

妊
娠
ま
た
は
出
産
等
に
つ
い
て
の

申
出
を
し
た
こ
と
を
理
由
と
し
た
解

雇
そ
の
他
不
利
益
取
扱
い
の
禁
止

（
改
正
育
児
・
介
護
休
業
法
21
条
２

項
。
施
行
日
２
０
２
２
年
４
月
１

日
）

②�　

出
生
時
育
児
休
業
（
産
後
パ
パ
育

休
）
申
出
に
関
す
る
事
業
主
の
雇
用

管
理
上
の
義
務
（
改
正
育
児
・
介
護

休
業
法
９
条
の
３
第
１
項
。
施
行
日

２
０
２
２
年
10
月
１
日
）

　

事
業
主
は
、
原
則
と
し
て
、
要
件
を

満
た
し
た
産
後
パ
パ
育
休
の
申
出
を
拒

む
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。

　

す
な
わ
ち
、
申
出
に
よ
っ
て
労
働
者

の
労
務
提
供
義
務
は
消
滅
し
、
事
業
の

繁
忙
や
経
営
上
の
理
由
等
に
よ
り
、
事

業
主
が
労
働
者
の
休
業
を
妨
げ
る
こ
と

は
で
き
ま
せ
ん
。

③�　

出
生
時
育
児
休
業
（
産
後
パ
パ
育

休
）
申
出
を
し
た
こ
と
等
を
理
由
と

し
た
解
雇
そ
の
他
不
利
益
取
扱
い
の

禁
止
（
改
正
育
児
・
介
護
休
業
法
10

条
。
施
行
日
２
０
２
２
年
10
月
１

日
）

　

こ
こ
に
い
う
「
解
雇
そ
の
他
不
利
益

取
扱
い
」
と
な
る
行
為
と
は
、
た
と
え

ば
次
に
掲
げ
る
も
の
が
該
当
し
ま
す
。

⑴�　
解
雇
す
る
こ
と

⑵�　
期
間
を
定
め
て
雇
用
さ
れ
る
者
に

つ
い
て
、
契
約
を
更
新
し
な
い
こ
と

⑶�　
あ
ら
か
じ
め
契
約
の
更
新
回
数
の

上
限
が
明
示
さ
れ
て
い
る
場
合
に
、

当
該
回
数
を
引
き
下
げ
る
こ
と

図表１　求人不受理の対象範囲と不受理期間
対象となる主なケース 不受理期間

労働基準法、最低賃金法に関
する規定

過去1年間に2回以上同一条
項の違反について是正指導を
受けている場合

法違反の是正後6か月経過す
るまで

対象条項違反により送検され、
企業名が公表された場合

送検された日から1年経過する
まで

その他、労働者の職場への定
着に重大な影響を及ぼすおそ
れがある場合（社会的影響が
大きいケースとして公表された
場合など）

法違反の是正後6か月経過す
るまで

職業安定法、男女雇用機会均
等法、育児・介護休業法、労働
施策総合推進法に関する規定

法違反の是正を求める勧告に
従わず、企業名が公表された
場合

法違反の是正後6か月経過す
るまで
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の
制
限
、
時
間
外
労
働
の
制
限
、
深

夜
業
の
制
限
ま
た
は
所
定
労
働
時
間

の
短
縮
措
置
等
を
適
用
す
る
こ
と

⑻�　
降
格
さ
せ
る
こ
と

⑼�　
減
給
を
し
、
ま
た
は
賞
与
等
に
お

い
て
不
利
益
な
算
定
を
行
な
う
こ
と

⑽�　
昇
進
・
昇
格
の
人
事
考
課
に
お
い

て
不
利
益
な
評
価
を
行
な
う
こ
と

⑾�　
不
利
益
な
配
置
の
変
更
・
転
換
を

行
な
う
こ
と

⑿�　
就
業
環
境
を
害
す
る
こ
と

　

以
上
は
あ
く
ま
で
例
示
で
あ
り
、
こ

こ
に
掲
げ
て
い
な
い
行
為
に
つ
い
て
も

個
別
具
体
的
な
事
情
を
勘
案
す
れ
ば
、

不
利
益
取
扱
い
に
該
当
す
る
ケ
ー
ス
も

あ
り
ま
す
。

求
人
不
受
理
を
避
け
る
た
め
の

企
業
の
対
策
と
は

　

こ
れ
ま
で
見
て
き
た
と
お
り
、
法
令

違
反
の
状
態
に
あ
る
だ
け
で
、
直
ち
に

求
人
不
受
理
と
な
る
わ
け
で
は
あ
り
ま

せ
ん
。

　

一
般
的
に
法
令
違
反
が
判
明
し
た
場

合
は
、
監
督
官
庁
か
ら
指
導
・
是
正
勧

告
が
行
な
わ
れ
ま
す
。
指
導
・
勧
告
を

受
け
て
も
一
向
に
改
善
が
見
ら
れ
な
い

際
に
、
厚
生
労
働
大
臣
に
よ
る
企
業
名

公
表
が
、
厚
労
省
本
省
お
よ
び
各
都
道

府
県
労
働
局
の
サ
イ
ト
上
で
行
な
わ
れ

⑸�　
不
利
益
な
自
宅
待
機
を
命
ず
る
こ

と
⑹�　
就
業
環
境
を
害
す
る
こ
と

⑺�　
労
働
者
が
希
望
す
る
期
間
を
超
え

て
、
そ
の
意
に
反
し
て
所
定
外
労
働

⑷�　
退
職
ま
た
は
い
わ
ゆ
る
正
規
雇
用

労
働
者
を
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
等

の
い
わ
ゆ
る
非
正
規
雇
用
労
働
者
と

す
る
よ
う
な
労
働
契
約
内
容
の
変
更

の
強
要
を
行
な
う
こ
と

ま
す
。

　

仮
に
公
表
が
行
な
わ
れ
た
場
合
、
そ

の
企
業
は
世
間
か
ら
「
ブ
ラ
ッ
ク
企

業
」
と
し
て
認
知
さ
れ
て
し
ま
い
ま

す
。
人
材
採
用
、
企
業
間
取
引
に
差
し

障
り
が
出
る
ほ
か
、
従
業
員
の
士
気
も

低
下
す
る
な
ど
、
企
業
活
動
全
般
に
大

き
な
影
響
を
与
え
る
こ
と
が
想
定
さ
れ

ま
す
。

　

し
た
が
っ
て
、
一
定
の
労
働
関
係
法

令
違
反
に
よ
る
求
人
不
受
理
を
避
け
る

た
め
に
は
、
何
よ
り
も
ま
ず
、
法
令
に

違
反
を
し
な
い
こ
と
が
最
大
の
対
策
と

い
え
ま
す
。

　

ま
た
、
指
導
・
勧
告
を
受
け
て
法
令

違
反
を
指
摘
さ
れ
た
場
合
に
は
、
速
や

か
に
是
正
を
行
な
い
、
違
反
が
発
生
し

た
原
因
を
追
究
し
、
同
じ
違
反
を
繰
り

返
さ
な
い
よ
う
に
全
社
を
挙
げ
て
取
り

組
む
こ
と
が
重
要
で
す
。

　

加
え
て
、
労
働
関
係
法
令
の
不
知
に

よ
る
不
受
理
を
避
け
る
た
め
、
研
修
等

を
実
施
し
、
会
社
全
体
の
コ
ン
プ
ラ
イ

ア
ン
ス
意
識
を
高
い
レ
ベ
ル
で
維
持
す

る
よ
う
に
し
ま
し
ょ
う
。
弁
護
士
や
社

会
保
険
労
務
士
に
よ
る
、
定
期
的
な
リ

ー
ガ
ル
チ
ェ
ッ
ク
を
受
け
る
こ
と
も
お

勧
め
し
ま
す
。

　

実
務
上
、
特
に
注
意
し
た
い
項
目
を

図
表
２
に
ま
と
め
ま
し
た
。
セ
ル
フ
チ

ェ
ッ
ク
の
参
考
に
し
て
く
だ
さ
い
。

図表２　求人不受理に至る法令違反を確認するチェックリスト

□ 求人票記載の労働条件と実態に相違はないか

□ 労働契約締結の際、労働条件（賃金、労働時間ほか）を明示しているか

□ 労働時間が36協定（時間外・休日労働協定）で協定された時間外労働時間数、休日労働
時間数の範囲内に収まっているか、また、労働者の過半数代表者の選出手続きは正しいか

□ 通常割増賃金、深夜割増賃金、休日割増賃金の未払いは発生していないか

□ 固定残業代のケースにおいて、固定時間数を超える時間外労働、休日労働、および深夜労
働に対して割増賃金を追加して支払っているか

□ 月給者の月額給を時間単位で割り戻した場合に最低賃金を下回っていないか

□ 休憩時間、法定休日、年次有給休暇の取得に問題はないか

□ 育児休業、介護休業の取得について、会社や上司が妨げる・拒否するなど不適切な言動は
ないか

□ 新卒者、中途者の雇入れ時、有期労働契約更新時の労働条件通知書は実態と合っている
か、また、正しい更新手続きを踏んでいるか

□ 労働災害が発生した際、労働者死傷病報告を適切に提出しているか

た
な
か
　
け
ん
じ　

1
9
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年
生
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れ
。
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式
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社
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ロ
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エ
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入
社
後
、
人
材
採
用
に

携
わ
る
。
派
遣
会
社
等
を
経
て
独
立
。
一
貫
し
て
中
小
企
業
の
人
事
、労
務
関
係
の
業
務
支
援
を
手
が
け
る
。
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